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 本書類は、金融商品取引法において「業務及び財産の状況に関する説明書類」（金融商

品取引法第４６条の４の規定に基づき作成する説明書類）へ記載が義務付けられてい

る事項（法定記載事項）のうち、「株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名等」の

記載の一部を省略したものです。 

 

 法定記載事項がすべて記載された「業務及び財産の状況に関する説明書類」は、当社

の営業所若しくは事務所において閲覧することが可能です。 
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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

１． 商号 

     荘内証券株式会社 
 
２． 登録年月日（登録番号） 

平成１９年９月３０日（東北財務局長（金商）第１号） 
 
３． 沿革及び経営の組織 

  (1) 会社の沿革 

年   月 沿     革 

昭和１９年１２月 荘内証券株式会社設立。資本金１５万円。 

昭和２０年 ３月 鶴岡支店開設。 

昭和２３年１１月 証券取引法に基づく証券業者として登録。 

昭和３４年 ６月 本荘営業所、新庄営業所開設。 

昭和４３年 ４月 証券取引法改正により、証券業の免許を大蔵大臣より受ける。 

昭和６０年 ６月 全店オンラインシステム導入。 

昭和６３年 ３月 資本金１億円に増資。 

平成元年 １０月 横手営業所開設。 

平成１０年１２月 改正証券取引法により、証券業として登録。 

平成１５年 ７月 山形営業所開設。 

平成１７年１０月 鶴岡支店移転。 

平成１８年１０月 新庄営業所店舗の老朽化に伴う建物新築。 

平成１９年 ９月 金融商品取引法施行に伴い第一種金融商品取引業者として登録。 

平成２０年 １月 横手営業所新築移転。 

平成２８年 ５月 本店新築移転。 

平成２９年 ３月 山形営業所移転。 
 
  (2) 経営の組織 
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４． 株式の保有数の上位 10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議

決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

 
１．後 藤   毅 

株 
404,100 

％ 
20.20 

２．荘内証券㈱従業員持株会 293,500 14.67 

３．斉 藤   透 120,800 6.04 

４．株式会社 荘内銀行  100,000 5.00 

５．前田製管 株式会社 100,000 5.00 

６．個人 50,000 2.50 

７．野村ホールディングス 株式会社 50,000 2.50 

８．田 中 隆 一 40,000 2.00 

９．個人 30,000 1.50 

10．個人 30,000 1.50 

その他（２９７名） 781,600 39.08 

計     ３０７名 2,000,000 100.00 

（注）一部の個人株主については、日本証券業協会の「業務及び財産の状況に関する説明書類

の公表に関する規則」に基づき、個人株主の氏名に代えて「個人」と記載しております。 

 

５． 役員の氏名又は名称 

役職名 氏名又は名称 
代表権

の有無 

常勤・非常勤

の別 

代表取締役会長 斉 藤  透 有 常勤 

代表取締役社長 田 中 隆 一 有 常勤 

常務取締役営業本部長兼保険部長 五 十 嵐  隆 無 常勤 

取締役本店長 齋 藤 久 和 無 常勤 

取締役鶴岡支店長 金 内 浩 樹 無 常勤 

監査役 齋 藤  毅 無 非常勤 

監査役 山 本  正 無 非常勤 
 

６． 政令で定める使用人の氏名 

（1） 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の規則を
いう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その他いかな
る名称を有する者であるかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者
を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

髙 橋 広 幸 執行役員検査室室長（内部管理統括責任者） 
 
（2） 投資助言業務（金融商品取引法第 28 条第 6 項に規定する投資助言業務をいう。）又は投資運用

業（同条第 4 項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助言又は運用（その指図を含む。）を
行う部門を統括する者（金融商品の価値等（金融商品取引法第 2 条第 8 項第 11 号ロに規定す
る金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行う者（投資助言業務に関し当該投
資判断を行う者にあっては、第一種金融商品取引業（有価証券関連業に該当するものに限る。）
に係る外務員の職務を併せ行うものを除く。）を含む。）の氏名 

該当ありません 
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７． 業務の種別 

（1） 第一種金融商品取引業（法第 2 条第 8 項） 

① 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引 

② 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次ぎ又

は代理 

③ 次に掲げる取引の委託の媒介、取次ぎ又は代理 

1 取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引 

2 外国金融商品取引市場における有価証券の売買又は外国市場デリバティブ取引 

④ 有価証券の売出し 

⑤ 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い 

⑥ 顧客から金銭又は有価証券若しくは証書の預託を受けること 

⑦ 社債・株式等の振替に関する法律第 2 条第 1項に規定する社債等の振替を行うために口座

の開設を受けて社債等の振替を行うこと 

（2） 第一種金融商品取引業付随業務（法第 35 条第 1 項） 

① 有価証券の貸借業務 

② 信用取引に付随する金銭の貸付業務 

③ 保護預り有価証券担保貸付業務 

④ 有価証券に関する顧客の代理業務 

⑤ 受益証券等に係る収益金、償還金又は解約金の支払に係る代理業務 

⑥ 投資証券等に係る金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しくは償還金の

支払に係る代理業務 

⑦ 累積投資契約の締結業務 

⑧ 有価証券に関する情報の提供又は助言業務 

⑨ 他の金融商品取引業者等の業務の代理 

⑩ 通貨の売買又はその媒介、取次若しくは代理に係る業務 

⑪ 譲渡性預金、その他金銭債権の売買又はその媒介、取次若しくは代理に係る業務 

（3） 個人・一般事業法人向けの商品・サービス（主なもの） 

取扱商品 

取引形態 

株式 債券 
投資信託 ETF REIT 

先物・

ｵﾌﾟｼｮﾝ 
証券 CFD FX 取引 

国内株 外国株 国内債 外国債 

対面取引 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × 

その他の業務として、Ｐ４の９．の業務を取り扱っております。 

 

８． 本店その他の営業所の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

本 店 
〒998－0045 
山形県酒田市二番町 1番 8 号 

鶴 岡 支 店 
〒997－0028 
山形県鶴岡市山王町 10 番 41 号 

新 庄営業所 
〒996－0023 
山形県新庄市沖の町 7番 25 号 

本 荘営業所 
〒015－0834 
秋田県由利本荘市岩渕下 13 番 13 号 

横 手営業所 
〒013－0022 
秋田県横手市四日町 5番 5 号 

山 形営業所 
〒990－0039 
山形県山形市香澄町三丁目 2 番 1号 山交ビル 8 階 
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９． 他に行っている事業の種類（法第 35 条第 2 項） 

（1） 金地金の売買又はその媒介、取次若しくは代理に係る業務 

（2） 保険業法第 2 条第 26 項に規定する保険募集業務 

（3） 自らが所有する不動産の賃貸に係る業務 

（4） 各前項に掲げる業務に付随する業務 

 

10． 苦情処理及び紛争解決の体制 

指定紛争解決機関：特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC） 

 

11． 加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

・ 加入する金融商品取引業協会      日本証券業協会 

・ 対象事業者となる認定投資者保護団体  該当事項ありません 

 

12． 会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

非会員 

 

13． 加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 

 

Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１． 当期の業務の概要 

当期の日本経済は、「新しい資本主義」の旗印の下、「成長と分配の好循環」の実現を目指し、企業の

「物価上昇」を上回る「賃金上昇」の定着や設備投資意欲の後押し等による経済成長が期待されました。 

 国内株式市場は、岸田政権による「資産運用立国」の動き、ＮＩＳＡ（少額非課税制度）の拡充・恒

久化による資金流入や東証からの「資本コストや株価を意識した経営の要請」を受けて、上場企業の経

営改革に対する期待の高まりや自社株買いの増加、更に 160 円台までの円安・ドル高の進行も加わり、

7 月 11 日に日経平均株価は 42,224 円となりました。しかし、月末の日米中央銀行による金融政策決定

会合において、米国の政策金利は据え置きに対し、日銀は 0.25％の引上げ、さらに追加利上げのニュア

ンスが伝わり、為替が一気に 141 円台までの円高・ドル安になり、8 月 5 日には日経平均株価は前日比

4,451 円安の 31,400 円台までの歴史的な大暴落となり調整を余儀なくされました。その後、発表された

経済指標で米国経済の底堅さが示されたことや、米連銀の 9 月利下げによる安心感から、金融市場は落

ち着きを取り戻し、11 月の米大統領選挙でのトランプ氏勝利を受けた減税・規制緩和政策の期待を支え

に世界の株式市場は高値圏での推移となり、年末の日経平均株価は 39,894 円で終わりました。 

 年明けの日経平均株価は大幅安のスタートとなりましたが、トランプ氏の大統領就任までは、関税等

の発動は小規模になるのではとの楽観論が先行し堅調な推移となりました。しかし、就任後、カナダ・

メキシコ・中国への関税強化が実行され、トランプ政権の関税政策を巡る不透明感が意識され輸出関連

株を中心に積極的な買いが手控えられ底値模索の相場となり、期末の日経平均株価は 35,617 円で終わ

りました。 

 為替相場は、7 月の日米中央銀行による金融政策の方向性の違いが明確となり、日本は利上げ、米国

は利下げ方向への政策が市場に織り込まれて 150 円を挟んだ動きになりました。 

 このような環境の下、当社の当期営業収益は、前期比 19.9％減の 6 億 17 百万円で、当期純利益は 1

億 92 百万円となりました。 
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２． 業務の状況を示す指標 

（1） 経営成績等の推移                        （単位：百万円） 

 令和 5 年 3月期 令和 6 年 3月期 令和 7 年 3月期 

資本金 100 100 100 

発行済株式総数 2 百万株 2 百万株 2 百万株 

営業収益 ３６５ ７７１ ６１７ 

（受入手数料） （３３８） （６７６） （５０１） 

 （（委託手数料）） （（２８５）） （（６２８）） （（４４４）） 

 （（引受け・売出し・特定投資家向け
売付け勧誘等の手数料）） 

（（ ―）） （（ ―）） （（ ―）） 

（（募集・売出し・特定投資家向け売
付け勧誘等の取扱い手数料）） 

（（１６）） （（１２）） （（１９）） 

 （（その他の受入手数料）） （（３６）） （（３５）） （（３７）） 

（トレーディング損益 
その他の自己取引に係る損益） 

（１６） （７０） （７３） 

 （（株券等）） （（１５）） （（６９）） （（７２）） 

 （（債券等）） （（０）） （（０）） （（０）） 

 （（その他）） （（ ―）） （（ ―）） （（ ―）） 

純営業収益 ３６２ ７６２ ５８８ 

経常利益 ▲１６１ ８１ ▲２０ 

当期純利益 ▲１２９ １１６ １９２ 

 

（2） 有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の推移                    （単位：百万円） 

 令和 5 年 3月期 令和 6 年 3月期 令和 7 年 3月期 

自   己 ３,７３９ ５,８４９ ７,４７７ 

委   託 ４２,５６４ １５１,９５６ ７８,１２９ 

計 ４６,３０４ １５７,８０６ ８５,６０７ 
 
 

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、

売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

                             （単位：千株、百万円） 

区   分 引受高 売出高 
特定投資家向け売

付け勧誘等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの 

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家向け売

付け勧誘等の取扱高

令 

和 

５ 

年 

３ 

月 

期 

株券 0 0 0 0 4 
 

0 0 

国債証券 0  0 0  0 0 

地方債証券 0  0 0  0 0 

特殊債券 0 0 0 0 0 0 0 

社債券 0 0 0 0 0 0 0 

受益証券    691 
 

0 0 0 

その他 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 0 0 0 691 4 0 0 
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区   分 引受高 売出高 
特定投資家向け売

付け勧誘等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの 

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家向け売

付け勧誘等の取扱高

令 

和 

６ 

年 

３ 

月 

期 

株券 0 0 0 0 0 
 

0 0 

国債証券 0  0 42  0 0 

地方債証券 0  0 0  0 0 

特殊債券 0 0 0 0 0 0 0 

社債券 0 0 0 0 0 0 0 

受益証券    454 
 

0 0 0 

その他 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 0 0 0 496 0 0 0 

令 

和 

7 

年 

３ 

月 

期 

株券 0 0 0 0 5 
 

0 0 

国債証券 0  0 65  0 0 

地方債証券 0  0 0  0 0 

特殊債券 0 0 0 0 0 0 0 

社債券 0 0 0 0 0 0 0 

受益証券    723 
 

0 0 0 

その他 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 0 0 0 788 5 0 0 
 

（3） その他業務の状況 

1 金地金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

３事業年度において、取扱いはございません。 
 

2 保険業法第 2 条第 26 項に規定する保険募集業務 

 

 
 

 
3 当社が所有する不動産の賃貸に係る業務 

 

 

 
 

（4） 自己資本規制比率の状況                 （単位：％、百万円） 

 令和 5 年 3月期 令和 6 年 3月期 令和 7 年 3月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ

×100） 
875.1％ 785.1％ 1,232.1％ 

固定化されていない自己

資本（Ａ） 
2,497 2,949 2,945 

リスク相当額（Ｂ） 285 375 239 

 

市場リスク相当額 82 126 14 

取引先リスク相当額 79 114 76 

基礎的リスク相当額 123 134 148 
暗号等資産等による 
控除額 

－ － － 

 

（5） 使用人の総数及び外務員の総数                 （単位：名） 

 令和 5 年 3月期 令和 6 年 3月期 令和 7 年 3月期 

使用人 ５４ ５３ ５０ 

（うち外務員） （４９） （４８） （４５） 

    令和 5 年 3月期 令和 6 年 3月期 令和 7 年 3月期 

保険契約件数 83 件 97 件 99 件 

    令和 5 年 3月期 令和 6 年 3月期 令和 7 年 3月期 

賃貸に係る業務件数 3 件 3 件 3 件 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

１． 経理の状況（単位：百万円） 

（1） 貸借対照表 

    科  目 6 年 3 月期 7 年 3月期  科  目 6 年 3 月期 7 年 3月期 

（資産の部） 

流動資産 

現 金 ・ 預 金  

預 託 金  

トレーディング商品  

約 定 見 返 勘 定  

信 用 取 引 資 産  

立 替 金  

募 集 等 払 込 金  

短 期 差 入 保 証 金  

短 期 貸 付 金  

前 払 金  

未 収 入 金 

未 収 収 益 

その他の流動資産 

貸 倒 引 当 金 

 

 

 

 

固定資産 

 有形固定資産 

建 物 

器 具 備 品 

土 地 

そ の 他 有 形 固 定 

 無形固定資産 

 投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

出 資 金 

長 期 貸 付 金 

長 期 差 入 保 証 金 

長 期 前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

10,371 

1,848 

4,650 

0 

58 

3,616 

0 

0 

185 

0 

1 

1 

19 

0 

▲9 

 

 

 

 

1,554 

554 

346 

14 

193 

0 

4 

996 

845 

0 

259 

6 

4 

25 

▲146 

 

 

8,211 

1,661 

4,000 

0 

4 

1,908 

10 

0 

615 

0 

0 

3 

14 

0 

▲5 

 

 

 

 

795 

534 

328 

13 

193 

0 

4 

256 

110 

0 

254 

6 

3 

27 

▲146 

 

（負債の部） 

流動負債 

トレーディング商品 

約 定 見 返 勘 定  

信 用 取 引 負 債  

預 り 金  

受 入 保 証 金  

短 期 借 入 金  

未 払 金  

未 払 費 用  

未 払 法 人 税 等  

賞 与 引 当 金  

その他の流動負債  

 

 

 

固定負債 

 退 職 給 付 引 当 金 

  その他の固定負債 

 

引当金 

金融商品取引責任準備金 

 

8,029 

0 

24 

1,548 

4,204 

593 

1,500 

41 

2 

15 

100 

0 

 

 

 

170 

170 

0 

 

20 

20 

 

5,164 

0 

0 

870 

3,285 

182 

700 

6 

3 

16 

100 

0 

 

 

 

166 

166 

0 

 

20 

20 

負債合計 8,220 5,350 

（純資産の部）   

株主資本 

 資本金 

 利益剰余金 

 利 益 準 備 金 

その他利益剰余金 

  積 立 金 

 繰越利益剰余金 

評価・換算差額等 

  その他有価証券評価差額金 

 

 

3,486 

100 

3,386 

100 

3,286 

3,000 

286 

219 

219 

3,658 

100 

3,558 

100 

3,458 

3,000 

458 

▲2 

▲2 

純資産合計 3,706 3,656 

資産合計 11,926 9,007 負債・純資産合計 11,926 9,007 
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（2） 損益計算書 

科   目 6 年 3 月期 7 年 3 月期 

経

常

損

益

の

部 

 

営業収益 

 受入手数料 

 トレーディング損益 

 金融収益 

   営 業 収 益 計 

金融費用 

純営業収益 

販売費・一般管理費 

 

676 

70 

24 

771 

9 

762 

695 

 

501 

73 

42 

617 

28 

588 

668 

営 業 損 益 66 ▲79 

営業外収益 

営業外費用 

29 

14 

59 

0 

経 常 損 益 81 ▲20 

特

別

損

益

の

部 

特別利益 

 投資有価証券売却益 

   特 別 利 益 計 

特別損失 

  投資有価証券売却損 

   特 別 損 失 計 

 

35 

35 

 

0 

0 

 

222 

222 

 

8 

8 

税 引 前 当 期 純 損 益 117 193 

法 人 税 等 0 0 

法 人 税 等 調 整 額 0 0 

当 期 純 損 益 116 192 
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（3） 株主資本等変動計算書 

（単位：円）

配当準備
積 立 金

退職積立金 別途積立金
繰越利益
剰 余 金

100,000,000 100,000,000 5,000,000 470,637,000 2,700,000,000 31,649,265 3,307,286,265 3,407,286,265 △ 113,562,471 △ 113,562,471 3,293,723,794

剰 余 金 の 配 当 △ 12,000,000 △ 12,000,000 △ 12,000,000 △ 12,000,000

別 途 積 立 金 の 取 崩 △ 150,000,000 150,000,000 0 0 0

退 職 積 立 金 の 取 崩 △ 25,358,000 △ 25,358,000 △ 25,358,000 △ 25,358,000

当 期 純 損 益 116,433,287 116,433,287 116,433,287 116,433,287

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

333,352,090 333,352,090 333,352,090

△ 25,358,000 △ 150,000,000 254,433,287 79,075,287 79,075,287 333,352,090 333,352,090 412,427,377

100,000,000 100,000,000 5,000,000 445,279,000 2,550,000,000 286,082,552 3,386,361,552 3,486,361,552 219,789,619 219,789,619 3,706,151,171

（単位：円）

配当準備
積 立 金

退職積立金 別途積立金
繰越利益
剰 余 金

100,000,000 100,000,000 5,000,000 445,279,000 2,550,000,000 286,082,552 3,386,361,552 3,486,361,552 219,789,619 219,789,619 3,706,151,171

剰 余 金 の 配 当 △ 20,000,000 △ 20,000,000 △ 20,000,000 △ 20,000,000

当 期 純 損 益 192,493,048 192,493,048 192,493,048 192,493,048

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

△ 221,935,140 △ 221,935,140 △ 221,935,140

172,493,048 172,493,048 172,493,048 △ 221,935,140 △ 221,935,140 △ 49,442,092

100,000,000 100,000,000 5,000,000 445,279,000 2,550,000,000 458,575,600 3,558,854,600 3,658,854,600 △ 2,145,521 △ 2,145,521 3,656,709,079

当 期 末 残 高

当 期 変 動 額 合 計

株 主 資 本

資 本 金
純 資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利益準備金
利益剰余金
合        計

株 主 資 本
合 計

そ の 他
有価証券
評     価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

利 益 剰 余 金

株 主 資 本
合 計

そ の 他
有価証券
評     価
差 額 金

（自令和　5年　4月　1日、至令和　 6年　3月　31日）

利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

資 本 金

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

当 期 首 残 高

株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書
（自令和　6年　4月　1日、至令和　 7年　3月　31日）

当 期 変 動 額

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

利益剰余金
合        計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
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２． 借入金の主要な借入先及び借入金額       （単位：百万円） 

（令和 6 年 3 月 31 日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

荘内銀行 300 

山形銀行 300 

きらやか銀行 900 

 

（令和 7 年 3 月 31 日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

荘内銀行 300 

山形銀行 300 

鶴岡信用金庫 100 

 

３． 保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の取

得価額、時価及び評価損益                    （単位：百万円） 

 
令和６年３月期 令和７年３月期 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

１．流動資産 0 0 0 0 0 0 

 (1) 株券 0 0 0 0 0 0 

 (2) 債券 0 0 0 0 0 0 

 (3) その他 0 0 0 0 0 0 

２．固定資産 625 845 219 112 110 ▲2 

 (1) 株券 581 809 228 112 110 ▲2 

 (2) 債券 0 0 0 0 0 0 

 (3) その他 44 35 ▲8 0 0 0 

合   計 625 845 219 112 110 ▲2 

  (注) トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。 

 

４． デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約価

額、時価及び評価損益 

（1） 先物取引・オプション取引の状況 

① 株券                              （単位：百万円） 

 
令和６年３月期 令和 7 年３月期 

契約価額 時  価 評価損益 契約価額 時  価 評価損益 

１．株価指数先物取引 0 0 0 0 0 0 

 (1) 売建 0 0 0 0 0 0 

 (2) 買建 0 0 0 0 0 0 

２．株価指数オプション取引 0 0 0 0 0 0 

 (1) 売建 0 0 0 0 0 0 

   ① コール 0 0 0 0 0 0 

   ② プット 0 0 0 0 0 0 

 (2) 買建 0 0 0 0 0 0 

   ① コール 0 0 0 0 0 0 

   ② プット 0 0 0 0 0 0 

     (注) トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。 
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② 債券                             （単位：百万円） 

 
令和６年３月期 令和７年３月期 

契約価額 時  価 評価損益 契約価額 時  価 評価損益 

１．債券先物取引 0 0 0 0 0 0 

 (1) 売建 0 0 0 0 0 0 

 (2) 買建 0 0 0 0 0 0 

２．債券オプション取引 0 0 0 0 0 0 

 (1) 売建 0 0 0 0 0 0 

   ① コール 0 0 0 0 0 0 

   ② プット 0 0 0 0 0 0 

 (2) 買建 0 0 0 0 0 0 

   ① コール 0 0 0 0 0 0 

   ② プット 0 0 0 0 0 0 

(注) トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。 
 
（2） 有価証券店頭デリバティブ取引の状況 

     該当ありません。 

 

５． 財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

無 

 

６． 注記事項 

（1） 重要な会計方針 

① 有価証券及びデリバティブ取引等の評価基準及び評価方法 

1 トレーディング商品に属する有価証券（売買目的有価証券）等の評価基準及び評価方法 

トレーディング商品に属する有価証券及びデリバティブ取引等については、時価法（売

却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

2 トレーディング商品に属さない有価証券、その他商品の評価基準及び評価方法 

トレーディング関連以外の有価証券については以下の評価基準及び評価方法を採用して

おります。 

（ｲ） 満期目的保有債券 

償却原価法（定額法）によっております。 

（ﾛ） その他の有価証券 

・ 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金は全額純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

・ 時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 
 

② 固定資産の減価償却の方法 

1 有形固定資産（リース資産を除く） 

平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものは、法人税法の規定による旧定率法を採用し

ております。 

平成 19 年 4 月 1 日以降に取得したものは、法人税法の規定による定率法、但し平成

10年 4月 1日から平成19年 3月 31日までに取得した建物（建物附属設備及び構築物）

については、旧定額法を採用しております。 

平成 19 年 4月 1日以降に取得した建物及び平成 28年 4月 1日以降に取得した建物附

属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 
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2 無形固定資産（リース資産を除く） 

法人税法の規定による定額法を採用しております。 

3 リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産リース期間を耐用年数とし、

残存価格を零とする定額法を採用しております。 
 

③ 引当金の計上基準 

1 貸倒引当金 

貸付金等債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については法人税法の規定による法

定繰入率により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案しております。 

2 賞与引当金 

従業員に対する賞与支給に備えるため、所定の計算方法により算出した支給見込額の

当期負担分を計上しております。 

3 役員賞与引当金 

役員賞与の支給に備えて、当事業年度の負担する支給見込額を計上しております。 

4 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末の退職給付債務の見込額に基づき、当

事業年度に発生していると認められる額を計上しております。 
 

④ その他計算書類作成のため基本となる重要事項 

1 リース取引の処理方法 

平成 20 年 3 月 31 日以前に締結した所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

平成 20 年 4 月 1 日以降に締結した所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

2 消費税等による会計処理 

消費税等による会計処理は税抜方式によっています。 
 

（2） 会計方針の変更 

該当ありません。 
 

（3） 貸借対照表に関する注記 

① 有形固定資産の減価償却累計額  299,732 千円 

② 担保に供されている有価証券その他の資産及び担保として預託を受けている有価証券そ

の他の資産の時価 

1 担保資産 

・ 信用取引借入金の担保として（被担保債務は 868,067 千円） 

投資有価証券          45,570 千円 

預金・預託金         615,000 千円 

2 有価証券等を差入れた場合等の時価額（上記１に記載するものを除く） 

・ 信用取引貸証券          2,750 千円 

・ 信用取引借入金の本担保証券   822,744 千円 

 

3 有価証券等の差入れを受けた場合等の時価額 

・ 信用取引貸付金の本担保証券                              1,807,438 千円 

・ 信用取引借証券                                              2,750 千円 

・ 受入証拠金代用有価証券(再担保に供する旨の同意を得たもの)      0 千円 

・ 受入保証金代用有価証券(再担保に供する旨の同意を得たもの)       0 千円 
 

③ 関係会社に対する資産及び負債 

該当ありません。 
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（4） 損益計算書に関する注記 

① 受入手数料の内訳 

1 委託手数料          444,727 千円 

2 募集・売出しの取扱手数料    19,813 千円 

3 その他の受入手数料       37,310 千円 

4 受入手数料計                  501,852 千円 

・ 株券                       441,664 千円 

・ 債券                            45 千円 

・ 受益証券           40,529 千円 

・ その他                      19,613 千円 
 

② トレーディング損益の内訳 

1 株券等トレーディング損益は、実現損益は益 72,979 千円、評価損益はありません。 

2 債券等トレーディング損益は、実現損益は益 408 千円、評価損益はありません。 

3 合計は、実現損益は益 73,387 千円、評価損益はありません。 
 

③ 金融収益及び金融費用の内訳は以下の通りです。 

金 融 収 益  金 融 費 用 

信用取引収益 42,080 千円 信用取引費用 26,877 千円 

受取配当金 0 千円 支払利息 1,455 千円 

受取債券利子 0 千円  千円 

収益分配金 0 千円  千円 

受取利息 0 千円  千円 

合  計 42,080 千円 合  計 28,332 千円 
 

④ 販売費・一般管理費の内訳は以下の通りです。 

販売費・一般管理費 

取引関係費 99,329 千円 

人件費 435,390 千円 

不動産関係費 21,921 千円 

事務費 47,475 千円 

減価償却費 24,984 千円 

租税公課 9,719 千円 

貸倒引当金繰入 5,572 千円 

その他 24,461 千円 

合  計 668,855 千円 

 

（5） 株主資本等変動計算書に関する注記 

① 発行済株式数    2,000,000 株 

② 剰余金の配当に関する事項 
 

1 配当金支払額 

     決議 令和 6 年 6月 6 日 
定時株主総会 

計 

株式の種類 普通株式  

配当の原資 利益剰余金  

配当金の総額 20,000,000 円 20,000,000 円 

1 株あたりの配当額 10 円  

基準日 令和 6 年 3月 31 日  

効力発生日 令和 6 年 6月  7 日  
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2 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

     決議 令和 7 年 6月 11 日 
定時株主総会 

計 

株式の種類 普通株式  

配当の原資 利益剰余金  

配当金の総額 32,000,000 円 32,000,000 円 

1 株あたりの配当額 16 円  

基準日 令和 7 年 3月 31 日  

効力発生日 令和 7 年 6月 12 日  
 
（6） 有価証券及びデリバティブ取引に関する注記 

① トレーディングに係るもの 
1 トレーディングの目的及び範囲 
（ｲ） 目的 顧客のニーズに応えるための取引及びトレーディングにおける会社収益の 

向上を図るため、並びにそのリスクを減少させることを目的としておりま
す。 

（ﾛ） 範囲 トレーディング目的で、自己の計算に基づき行うトレーディング商品の範 
囲は、株券、債券、投資信託受益証券等の有価証券並びに有価証券関連市
場デリバティブ取引及び為替取引であります。 

2 期末日現在保有有価証券及びデリバティブ取引 
該当ありません 

② トレーディングに係るもの以外 
1 満期保有目的債券    該当ありません 
2 関連会社株式      該当ありません 
3 その他有価証券（投資有価証券（株券））で時価のあるもの及び時価のないもの 
（ｲ） 時価のあるもの（期末日の市場価格等に基づく時価法） 

取得原価は       45,223 千円 
時価は         45,410 千円 

（ﾛ） 時価のないもの（移動平均法による原価法） 
                    19,710 千円 

4 当期中売却したその他有価証券（投資有価証券）    
        売却額は              833,754 千円 
        売却損益は            213,706 千円 
5 保有目的を変更した有価証券   該当ありません。 

 
（7） １株当たり情報に関する注記 

１株当たり当期純利益       96 円 24 銭 
 
 
 
Ⅳ．管理の状況 
１． 内部管理の状況の概要 

  当社における内部管理所轄部門は検査室となっております。 
  検査室の所轄事項は、以下のとおりであります。 
（1） 法令遵守の徹底の為に研修等による指導業務を行う。 
（2） 分別管理の検証業務を行う。 
（3） 社内監査に関する事項 
（4） 顧客による苦情その他問い合わせに関する事項 
（5） 役職員に係る事故の調査及び処理に関する事項 
（6） 顧客との紛争の調査及び処理に関する事項 
（7） 顧客の有価証券の売買その他の取引等の状況の考査に関する事項 
（8） 営業員の営業活動の状況の考査に関する事項 
（9） 内部者取引の未然防止のために情報管理、顧客管理、売買管理及び役職員の服務に関する事項 
（10） 個人情報保護及び特定個人情報に関する事項 
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（11） 利益相反管理に関する事項 
（12） 反社会的勢力との関係遮断に関する事項 
（13） その他社内規程に定められた業務を行う。 

また、当社におきましては、日本証券業協会が定める「協会員の内部管理責任者等に関する規
則」に従いまして、内部管理統括責任者、内部管理統括補助責任者を定め、各営業店には営業
責任者と内部管理責任者を配置し、同規則に各責任者の責務として規定されている業務を行っ
ております。 

 

２． 分別管理等の状況 
（1） 金融商品取引法第 43 条の 2 の規定に基づく分別管理の状況 
 

① 顧客分別金信託の状況                                            （単位：百万円） 

項   目 令和 6 年 3月 31 日現在の金額 令和 7 年 3月 31 日現在の金額 
直近差替計算基準日の顧客分別
金必要額 

4,553 3,835 

期末日現在の顧客分別金信託額 4,650 4,000 

期末日現在の顧客分別金必要額 4,436 3,307 

 

② 有価証券の分別管理の状況 

イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
令和 6 年 3月 31 日現在 令和 7 年 3月 31 日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数  29,823 千株   38 千株  32,496 千株   86 千株 

債券 額面金額  305 百万円  118 百万円  273 百万円  110 百万円 

受益証券 口数  12,028百万口  0 百万口  10,880百万口  0 百万口 

その他（受益証券発行信託） 額面金額   2,500 口 0        479 口 0      
 

ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
令和 6 年 3月 31 日現在 令和 7 年 3月 31 日現在 

数   量 数   量 

株券 株数        855 千株        1,754 千株 

債券 額面金額         0 百万円         0 百万円 

受益証券 口数         0 百万口         0 百万口 

その他 額面金額           0           0 
 

ハ 管理の状況 

当社におきましては、顧客有価証券については当社の「分別管理に関する規程」第 3 条

に定める方法により確実かつ整然と分別管理しております。有価証券の管理場所の分別

管理状況は、以下に記載の通りです。 
 

保管場所及び国名 保管方法 区 分 数・額面金額 単 位 

本社金庫 

（日本） 
単純管理 

株 券 1,515 千株 

債 券 ― 百万円 

受 益 証 券 ― 百万口 

そ の 他 ― 口 

証券保管振替機構 

（日本） 

 

 

振替決済 

株 券 32,735 千株 

債 券 ― 百万円 

受 益 証 券 10,880 百万口 

そ の 他 479 口 
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保管場所及び国名 保管方法 区 分 数・額面金額 単 位 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券（日本） 

 
振替決済 

株 券 ― 千株 

債 券 273 百万円 

受 益 証 券 ― 百万口 

そ の 他 ― 口 

ルクセンブルク三菱ＵＦＪインベスターサー

ビス銀行Ｓ.Ａ.（ルクセンブルク） 
混合管理 

株 券 86 千株 

債 券 110 百万円 

受 益 証 券 ― 百万口 

そ の 他 ― 口 

ＪＰモルガン・チェース・バンク・エヌ・エー

（米国） 
混合管理 

株 券 ― 千株 

債 券 ― 百万円 

受 益 証 券 0 百万口 

その他(該当なし) ― 口 

③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

該当ありません 

 
（2） 金融商品取引法第 43 条の 2 の 2 の規定に基づく区分管理の状況 

該当ありません 
 
（3） 金融商品取引法第 43 条の 3 の規定に基づく区分管理の状況 

① 法第 43 条の 3 第１項の規定に基づく区分管理の状況 
該当ありません 

 

 ＜参考時価情報＞ 

    株券等の参考時価情報 

イ． 保護預り等有価証券 

令和 6 年 3月 31 日現在 令和 7 年 3月 31 日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

46,683 百万円 1,245 百万円 44,584 百万円 1,363 百万円 

      
ロ． 受入保証金代用有価証券 

令和 6 年 3月 31 日現在 令和 7 年 3月 31 日現在 

金   額 金   額 

711 百万円 799 百万円 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 
 
１． 当社及びその子会社等の集団の構成 

該当ありません 

２． 子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

該当ありません 

以上 


